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運転免許行政における
デジタル化の取組

警察庁交通局運転免許課長

今 井 宗 雄

警察庁交通局運転免許課長の今井と申します。自動車安全運転センターの皆

様におかれましては、日頃から、運転免許行政に対して多大なる御支援と御協

力を頂いているところであり、この場をお借りして厚く御礼申し上げます。

現在、政府においてデジタル社会の実現に向けた各種の施策が進められてい

るところ、今回、投稿の機会を頂きましたので、運転免許行政におけるデジタ

ル化の取組について、ご紹介させていただきます。

1 運転者管理システムの警察共通基盤への移行
これまで各都道府県警察が個別に整備してきた運転免許に係る情報を管理

する運転者管理システムについては、昨年度から、順次、警察庁が整備する

警察共通基盤への移行を進めています。昨年度は、岡山県、群馬県、新潟県

及び大阪府において移行を完了しており、令和 6年度までには全国警察の移

行を完了することとしています。

この警察共通基盤に整備された運転者管理システムは、デジタル化の取組

として後述するマイナンバーカードと運転免許証の一体化や更新時講習のオ

ンライン化において活用する予定であるなど、運転免許行政のデジタル化の

前提となるシステムであります。引き続きの移行が円滑かつ着実に実施され

るよう準備に万全を期すことはもちろんのこと、警察共通基盤移行後の新た

な制度の開始に伴う業務全体の見直しを図るなど、運転免許行政の更なる利

便性の向上に努めることとしています。

2 マイナンバーカー ドと運転免許証の一体化
令和 4年の通常国会において、運転免許に係る情報のマイナンバ

‐カード

ヘの記録に関する規定の整備等を内容とする道路交通法の一部を改正する法

律が成立しました。

この改正により、運転免許を受けようとする方や運転免許証を所持する方
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から申請があった場合に、マイナンバーカー ドのICチ ップに運転免許の情

報を記録し、そのマイナンバーカードを携帯していれば、従来の運転免許証

を携帯していなくても、自動車等を運転することができるようになります。

また、運転免許証と一体化されたマイナンバーカードのみを所持する方につ

いては、市町村等に転居等を届け出れば、警察への変更届出が不要となるほ

か、居住地以外での運転免許証の更新 (いわゆる経由地更新)の手続が迅速

化されるとともに、その申請ができる期間も延長されることとなります。

この一体化については、令和 6年度末までに全国一斉に開始することとさ

れており、警察共通基盤に整備された運転者管理システムの改修を始めとす

る諸準備を進めているところです。

3 更新時講習のオンライン化
更新時講習のオンライン化については、令和 4年 2月 から、4道府県 (北

海道、千葉県、京都府及び山口県)において、マイナンバーカードを保有し
ている優良運転者を対象としたモデル事業を実施しており、オンラインで講

習を受講した方からは大変好意的な声が寄せられているところです。また、

令和 5年度には、その対象に一般運転者を加えて規模を拡大しています。

このモデル事業の実施状況を踏まえつつ、運転者管理システムの警察共通

基盤への移行が完了する令和 6年度末までに、全国でオンライン講習を実施

する予定としています。これにより、対象となる方は、自由な時間に自身の

スマートフォン等を用いてオンラインで更新時講習を受講し、運転免許セン

ター等において運転免許証の更新手続をよリスムーズに行えるようになりま

す。

4 教習業務のデジタル化
警察共通基盤に整備される運転者管理システムには、自動車教習所と都道

府県警察の間でファイルをセキュアに交換する機能が設けられています。こ

れにより、運転者管理システムの警察共通基盤への移行後は、これまでセ

キユリテイ等の問題から自動車教習所と都道府県警察の間で各種申請、届

出、報告等の授受を直接行っていたものがオンラインで行えるようになりま

す。

また、法令又は警察庁の通達に基づかない報告等を原則廃止とする見直し

など、関係機関・団体との間で行っている業務についてデジタル化の推進の

観点を踏まえた柔軟な対応を行っています。
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運転免許行政におけるデジタル化の取組を紹介させていただきましたが、こ
れらの取組は、運転免許行政に関係する多くの国民の利便性向上ゃ負担軽減に
直結するものとなります。デジタル化が目まぐるしく進む社会情勢下におい
て、国民のニーズの変化も踏まえつつ、各種の取組を推進していくためには、
自動車安全運転センターの皆様を始めとする関係機関・団体の皆様のお力添え
が不可欠でありますので、引き続き、運転免許行政への御支援と御協力を頂き
ますようぉ願い申し上げます。
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